
平成27年度那覇市まち・ひと・しごと創生総合戦略アクションプラン
全体 事業数： 71

1 子育てが楽しくなるまち「なは」 大項目 事業数： 27

　1. 結婚・妊娠・出産・子育てから就学に至るまでの支援 中項目 事業数： 18

　　(１) 保育サービスの供給量の拡大と質的向上  小項目 事業数： 14

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

総合戦略 1 保育環境充実事業

少子化対策・母親の就労支援に資する事業とし

て、幼稚園に地域のシルバーを配置し、早期登園

の安全確保等を図る。また、地域に所在する幼児

教育施設等に対して、屋外遊具、保育備品の保

育環境改善を行う。

地域によっては、シルバー人材の

登録数が少なく、配置に苦慮し

ている。

全園（36園）にシルバー人材

から配置。

全園（36園）にシルバー人材か

ら配置。
こども政策課

総合戦略 2 認可外保育施設支援事業

少子化対策・母親の就労支援に資する事業とし

て、潜在的を含め保育所待機児童が通っている市

内認可外保育施設に対し、児童の生活環境面で

の食事や運動量の適正化が図られ、児童の処遇

低下とならないよう支援及び補助を行う。

-

貧血検査を3,500人実施

認可外への給食費等補助

1,900人

公的支援の行き届かない認可外

保育施設の保育質向上、子ども

の処遇向上に向けた取り組みを、

継続的に実施していく。

こどもみらい課

ソフト

交付金
3

預かり保育推進事業（ソフト交付

金）

預かり保育の臨時職員を午前中から配置し、一日

をとおして園児の様子を確認することで、きめ細やか

なより充実した保育を行う。

全園（36園）に対し36名配

置している。

全園（36園）に対し36名配

置している。

認定こども園への移行を進めなが

ら、適正な指導員を配置する。
こども政策課

ソフト

交付金
4 認可外保育施設の環境整備事業

認可外保育施設の保育の質向上及び入所してい

る児童の処遇向上を図るため、必要な整備改善を

促進し実施していく。

３施設と調整中 ３施設の改修 改修実績40箇所 こどもみらい課

ソフト

交付金
5

認可外保育施設・絵本読み聞かせ

実施事業

認可外保育施設において「保育従事者により『絵

本の読み聞かせ』を位置付ける」ため、入所している

児童に対し、絵本（大型絵本、紙芝居、図鑑等

含む）を配布するとともに「読み聞かせ」研修会を

実施する。

82/88施設への絵本選定済
88施設へ読み聞かせ研修実

施

届出のある全施設へ読み聞かせ

研修実施
こどもみらい課

ソフト

交付金
6

認可外保育施設保育の質向上事

業

認可外保育施設において、保育指針の研修実施

や保育内容にあった専門講師を派遣し、直接指導

を行うことにより保護者及び保育補助者の質を向

上させる。

78/88の研修申請、28施設実

施済
88施設の受講 届出施設100％受講 こどもみらい課

ソフト

交付金
7

ナハノホイク・保育施設情報総合サイ

ト設置運営事業

認可外保育所を含めた本市の保育資源の最大活

用のために、保育相談をきめ細やかに行うための専

門的相談員を常駐させ、空き状況や保育内容等

についての相談、市民への情報提供の充実、あわ

せて窓口業務の円滑化を図る。

開設中 運用を継続する 運用を継続する こどもみらい課
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子ども・子

育て支援

事業計画

8 老朽化保育所増改築等補助金

主に利用者の安全確保を目的として、既存認可

保育園の老朽化による増改築に係る建設へ補助

金を交付する。

旧耐震基準の私立認可保育園

9園の現定員計741人、保育

所入所待機児童数539人

（H27.4.1）

現定員344人の安全確保＋

定員増66人（待機児童解消

分）（※増改築予定3園の

効果）

現定員518人の安全確保＋定

員増147人（待機児童解消

分）（※H28～30増改築6園

の効果見込）

こども政策課

子ども・子

育て支援

事業計画

9 預かり保育推進事業

当該幼稚園に在園している園児で希望する園児を

対象に、教育課程に係る教育時間の終了後に行

う午後の教育活動を実施する。

H26年度より全園（36園）で預かり

保育を実施しているが、預かり保育の

利用者が増加傾向にある。

利用者増加に伴い、指導員

60名を配置

認定こども園への移行を進めなが

ら、適正な指導員を配置する。
こども政策課

子ども・子

育て支援

事業計画

10 乳幼児健康支援一時預り事業

保育所に通所中の乳幼児等が病気の回復期に病

院等に付設された専用スペースで一時的にその乳

幼児等を預かることにより、子育てと就労の両立を

支援、児童等の健全な育成及び資質の向上に寄

与することを目的とする。

３箇所開設 ３箇所開設を継続 ３箇所開設を継続 こどもみらい課

子ども・子

育て支援

事業計画

11 一時預かり事業（認可）

本事業は、第二種社会福祉事業としての沖縄県

知事への届出、社会福祉法人の定款変更、一時

預かり事業の専用の保育室の確保、保育士２人

以上の配置等の条件整備が必要な事業。

14箇所開設 14箇所開設を継続
公立保育所と合わせて30箇所

開設
こどもみらい課

子ども・子

育て支援

事業計画

12
認可外保育施設保育士資格取得

支援事業

認可外保育施設指導監督基準を満たしている施

設に対し施設が雇用している保育資格を有しない

保育従事者が保育士資格を取得するため要した

受講料、受講する保育従事者の代替に伴う雇用

費の補助を行う。

対象施設へ対し、通学者の数を

調査した。
候補者の選定を行う。

通学予定者13人の資格取得を

目指す
こどもみらい課

子ども・子

育て支援

事業計画

13
待機児童対策特別事業（認可

外）

県待機児童対策特別事業を活用して、市内の認

可外保育施設の保育の質向上、児童の処遇改

善を図る。

内科受検率97.6%・歯科受検

率93％・検便98％・給食費補

助執行率86％

対象児童全員の受検、給食

費補助100％執行

対象児童全員の受検、給食費

補助100％執行
こどもみらい課

子ども・子

育て支援

事業計画

14 待機児童解消加速化事業

平成29年度末までの待機児童解消をめざす待機

児童解消加速化プラン及び那覇市子ども子育て

支援事業計画の実現のため、保育所創設及び賃

貸物件による保育所整備に要する費用の一部を

補助することにより、必要な保育定員を確保し、子

どもを安心して育てることが出来る体制整備を行

う。

- 新規保育所整備：3園
平成29年度末までの待機児童

の解消を目指す
こども政策課
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　　(２) 家庭・地域における多様な保育サービスの充実  小項目 事業数： 2

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

子ども・子

育て支援

事業計画

15 家庭的保育者等育成事業

子ども・子育て支援新制度の地域型保育事業

（家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居

住型保育）及び一時預かり事業の従事者養成の

ための基礎研修・認定研修を実施する。

認可園の受講希望者74名に

対し、研修委託先と調整中

認可園の受講希望者全員の

研修修了証交付

子育て支援員研修による保育の

人材確保の安定化を図る
こどもみらい課

子ども・子

育て支援

事業計画

16
地域子育て支援センター事業（認

可）

地域の子育て支援機能の充実、子育ての不安感

を緩和、子どものすこやかな育ちを促進することを目

的に補助を行う。

３箇所開設 ３箇所開設を継続 ３箇所開設を継続 こどもみらい課

　　(３) 妊娠・出産等に対する支援  小項目 事業数： 2

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

那覇市母

子保健計

画

17 妊婦健康診査事業

母体や胎児の健康確保を図り、流・早産等の予防

を図り健康な妊娠・出産が迎えられるよう、全妊婦

を対象に健康診査及び保健指導を実施する。

述べ受診者数39,684人

一人当たり受診回数6.7回

（平成26年度）

一人当たり受診回数7.0回
引き続き安心して妊娠・出産がで

きる体制を確保する。
地域保健課

那覇市母

子保健計

画

18
不妊に悩む方への特定治療支援事

業

不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精について

は、１回の治療費が高額で、子どもを持つことを諦

めざるを得ない方も少なくないことから、治療に要す

る費用の一部を助成することで、その経済的負担

の軽減を図る。

助成額15万円：271件

助成額7万5千円：113件

(平成26年度実績)

助成額15万円:275件

助成額7万5千円:125件

助成額15万円:300件

助成額7万5千円:125件
地域保健課
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 2. 企業・社会・地域が一体となった子育て環境の整備 中項目 事業数： 9

　　(１) 働き方を見直し社会全体で支える子育て環境の整備　※H28年度より事業化 小項目 事業数： 0

　　(２) NPOや地域の子育て人材等との連携による子育て支援策の推進 小項目 事業数： 9

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

総合戦略 19
「思春期の心と体」のための意識啓発

事業

市立中学1年生を対象に行われる「思春期の心と

体」のための意識啓発事業として思春期におけるい

じめ、性暴力、「デートDV」等の問題や危険につい

て考え、予防・解決へのヒントを提供する。

市立中学全17校

実施予定
市立中学全17校実施 市立中学全校実施

平和交流・男

女参画課

ソフト

交付金
20 生徒サポーター派遣事業

地域人材等を生徒サポーターとして各中学校に二

人ずつ派遣し、社会的自立に向けた支援活動や

体験活動、学習支援を通じ、遊び・非行傾向の不

登校生徒の自立と自律を支援し学級復帰を目指

す。

生徒サポーターを34人配置

（２人×17校）

中学校の不登校率の改善を

図る

目標値　中学校の不登校率

3.15％

中学校の不登校率を全国平均

並みに改善する
学校教育課

ソフト

交付金
21 学習ボランティア支援事業

市内小中学校で学習支援を行っているボランティア

に対し、1回当たり1,000円の報償費を支払い、ボ

ランティア支援を通じて教育振興を図る。

ボランティア派遣校数

小学校：16校

中学校：６校

沖縄県学力度到達調査にお

いて、小中学校とも県平均を

上回ること

沖縄県学力度調査において、小

中学校とも県平均を上回ること
学校教育課

ソフト

交付金
22

基礎学力向上のための学習支援事

業

学習支援関連の職業経験や教員免許資格を有

する者等を市内小学校に派遣し、3年生算数を中

心として、学力定着の低い児童に対し学習支援す

る。

学習支援員派遣校数及び支

援児童数

小学校36校

3,300人

市内小学校における沖縄県学

力到達度調査と全国学力学

習状況調査の平均正答率の

向上

市内小学校における沖縄県学力

到達度調査と全国学力学習状

況調査の平均正答率の向上

学校教育課

ソフト

交付金
23 学習支援室（てぃんばう）事業

沖縄県の中学卒業後の進学率は、全国最下位で

ある。不登校や何らかの課題で教育相談を受けて

いる児童生徒の背景には、学習の遅れからくる劣

等感があり、学習の遅れを補正する支援が必要で

ある。学習支援により、全国最下位の高校進学率

の向上を目指す。

高等学校進学率

９７．３％

（平成25年度実績）

高等学校進学率

９８．０％

（平成33年度）

高等学校進学率

98％台後半

（全国平均）

教育相談課

子ども・子

育て支援

事業計画

24 つどいの広場事業

就学前の乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集

い、交流し、育児相談、講習などを行う場を身近な

地域に設置することにより、子育ての負担感の緩和

を図る。

10箇所開設 10箇所開設を継続 10箇所開設を継続する こどもみらい課

子ども・子

育て支援

事業計画

25 児童クラブ環境整備事業

既存小学校の改修等や必要な整備等環境整備

を行うことで、放課後児童健全育成事業の設置促

進等を図る。

H26年度は36校中22校におい

て学校内で放課後児童クラブが

活動している。

学校内で放課後児童クラブが

活動している学校を2校増や

す。

全36校内で放課後児童クラブが

活動していること。
こども政策課

子ども・子

育て支援

事業計画

26 放課後児童クラブ運営補助事業 共働き世帯の子育て支援策として、児童の安心安全な居場所、健全育成を目的とした放課後児童クラブへ補助金を交付し、事業実施及び利用を促す。

児童クラブ数：62クラブ

登録者数：2,910人

（H27.1月）

児童クラブ数：70クラブ

登録者数：3000人

全36校内で放課後児童クラブが

活動していること。
こども政策課

4/14



学校・家

庭・地域

の連携協

力推進事

業補助金

27 放課後子ども教室推進事業

地域の人材と連携し、放課後に学校施設等を活

用し、子どもたちに対して、伝統文化・芸能、スポー

ツ、学習などの多様な活動を提供する。

参加児童数（延べ人数）：

63,063人

（平成26年度）

参加児童数（延べ人数）：

66,216人

子どもたちの放課後の安全を確

保するとともに、地域の大人の参

画を進めることで、地域の教育力

の向上を図る。

生涯学習課

　　(３) 子どもの貧困対策の推進　※H28年度より事業化 小項目 事業数： 0
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2 希望と活力あふれ暮らし働けるまち「なは」 大項目 事業数： 33

　1. 産業創造 中項目 事業数： 20

　　(１) 沖縄県における戦略的成長産業分野や観光関連産業等、那覇市の特色に応じた成長産業分野のさらなる成長促進 小項目 事業数： 13

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

ソフト

交付金
28

公衆無線LANサービス提供モデル事

業

国際通り等の主要観光スポットにおいて、外国人

等観光客を対象に公衆無線LANサービスを提供

し、国際観光都市としての魅力向上を図る。

Wi-Fi接続数

415,396回（月平均）

Wi-Fi接続数

420,000回（月平均）

現在の成果指標を見直す予定

現時点では検討中

なはまちなか振

興課

ソフト

交付金
29 一万人エイサー踊り隊助成金

　伝統と文化に根差した観光誘客イベントとして、

国際通りにて開催される「一万人エイサー踊り隊」

事業を推進する。

来場者数

94,000人

来場者数

94,000人

将来的に来場者数

100,000人を目指す

※事業の実施手法等を検証しな

がら、目標値を設定していく

なはまちなか振

興課

ソフト

交付金
30 国際通りトランジットマイル助成金

本市産業の振興発展を図るため、国際通りで実施

しているトランジットモールの実施主体である那覇市

国際通り商店街振興組合連合会に対して事業支

援を行う。

来場者数
17,300人（1回当たり）

来場者数

20,500人（1回当たり）

来場者が減少傾向にあることか

ら、来場者数20,000人程度を

目標値とする。

※事業の実施手法等を検証しな

がら、目標値を設定していく

なはまちなか振

興課

ソフト

交付金
31 国際通りとマチグヮーのにぎわい事業

牧志公設市場衣料部２階に開設した「ひやみかち

マチグヮー館」を拠点に、マチグヮーを訪れる地元客

や観光客向けに各種イベントを開催し、中心商店

街の活性化を図る。

来場者数

54,000人

※屋外イベントの来場者含む

来場者数

36,000人

※マチグヮー館の入場者のみ

現時点て目標値未定

※事業の実施手法等を検証しな

がら、目標値を設定していく

なはまちなか振

興課

ソフト

交付金
32 マチグヮー総合案内所事業

　牧志公設市場雑貨部１階に設置された案内所

を利用して、中心商店街（マチグヮー）を訪れる観

光客などの来街者へ向けて、当該地域の情報を集

約し、名所や魅力を効果的に発信する。

案内所利用者数

14,000人

案内所利用者数

12,000人以上

現時点て目標値未定

※事業の実施手法等を検証しな

がら、目標値を設定していく

なはまちなか振

興課

ソフト

交付金
33 観光宣伝誘致強化事業

観光情報の発信力を強化するため、市長トップ

セールスやイベント会場等におけるPRブースの設置

などの県外観光PR業務を実施するとともに、本市

宿泊客へのアンケートを「那覇市の観光統計－観

光客の声－」としてまとめ、観光客誘致強化のため

の課題を明らかにする。

(26年度実績)

・三ヶ国語ガイドマップ35,000部作

成

・金沢市及び静岡市で観光PR実

施

・「那覇市の観光統計～観光客の

声～」作成

・県外観光ＰＲ

  那覇市PRブース来場者数

1,500人×2都市

　県外現地メディアを活用したパブ

リシティ効果

　2メディア（媒体）×2都市

・観光施策の評価・検証のための

基礎資料の整備

（今後の展開方針）

本市と直行便で繋がる都市において

プロモーションを実施し、イベント会場

におけるPRブースの設置やマスメディ

アを活用したパブリシティにより、効果

的かつ有効的な観光宣伝誘致の強

化・充実を図る。また、観光統計に

よって得られた基礎資料は、本市の

観光施策の評価検証（PDCA）に

活用する。

中間目標値（H30：ブース来場者

数　1,800人）

最終目標値（H33：ブース来場者

数　2,000人）

観光課
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ソフト

交付金
34 プロ野球キャンプ等支援事業

キャンプ受入体制強化、球場や補助競技場等の

整備を図るとともに、1軍のプロ野球公式戦を誘致

する要請活動を継続して行う。さらに、「なはの日」

の関連事業として、巨人戦の一試合を「沖縄・那

覇デー」として開催し、アピールして観光誘客を図

る。

(26年度実績)

・東京ドームにて「めんそーれ沖縄・

なはデー」を開催

・キャンプ受入のため、大型テント設

置、グラウンド整地、陸上競技場芝

整正

・キャンプ期間中の来場者安全確

保のための警備委託

・一軍公式戦･イースタンリーグへの

補助金交付

読売巨人軍那覇キャンプ一日平

均見学者数

　8,000人/日

（平成24年度　5,796人/日）

（今後の展開方針）

H28～H33：読売巨人軍春季

キャンプの受入体制強化

目標値（指標）：一日平均見学

者数：10,000人（H33）

観光課

ソフト

交付金
35 外国人観光客誘客促進事業

那覇クルーズ促進連絡協議会が実施するクルーズ

船入出港時の歓送迎演舞、臨時観光案内所設

置等を支援し、外国人観光客の誘致を図る。

(26年(暦年))

クルーズ船客数117,272人
・クルーズ船の観光客受入体制の

強化

（今後の展開方針）

H28～H33：那覇クルーズ促進連

絡協議会事業の支援。

観光課

ソフト

交付金
36 プロ野球キャンプにぎわい創出事業

プロ野球春季キャンプ来場者の増加及び満足度の

向上、観光客の誘客を図り、併せてプロ野球春季

キャンプの継続に資することを目的として実施する。

(26年度実績)

巨人軍那覇キャンプ日平均見学

者数7,952人

・読売巨人軍那覇キャンプ一日

平均見学者数

　8,000人/日

　（平成24年度　5,796人/

日）

・来場者満足度80％以上

（今後の展開方針）

H28～H33：読売巨人軍春季

キャンプの受入体制強化

目標値（指標）：一日平均見学

者数：10,000人（H33）

観光課

ソフト

交付金
37 観光案内所運営補助金

那覇市観光協会が運営している観光案内所にお

ける外国語案内スタッフ等に係る経費を支援する。

(26年度実績)

・外国人観光客の案内所利用人

数10,775人

外国人観光客の案内所の利用

者:年間8,500人　（基準：平

成25年度7,472人）

（今後の展開方針）

H28～H33：外国語対応スタッフ

を配置する那覇市観光協会への事

業支援実施

観光課

ソフト

交付金
38 外国人観光客受入整備事業

外国人観光客の増加に伴う周辺店舗への外国語

対応職員の派遣、年々増加するクルーズ船観光

客に対するバースでの臨時案内業務等を実施す

る。

(26年(暦年)実績)

・海路からの市内への誘客数約

81,900人

・語学講座延受講者数：400名

・クルーズ船寄港時の観光案内サ

ポート実施率：90％以上

（今後の展開方針）

H28～H33：外国人観光客の受

入整備を継続して行い、外国人観

光客の誘客を図る。沖縄県観光推

進ロードマップ（策定中）の外国人

観光客目標数の達成に取り組む。

観光課

ソフト

交付金

（県分）

39 観光案内板多国語充実事業

国内外の観光客が、市内散策で活用するための

多国語観光案内板を整備する。また、既存案内

板のリニューアルを行い、観光客の利便性向上を図

る。

(26年度実績)

・周辺マップ１基、表示案内板１

基を新設(首里地区)

・周辺マップＡ１基、表示案内板

１基を新設(若狭地区)

・中心市街地(国際通り)に誘導案

内板１基を新設

・既存案内板16基の補修

・首里地区案内サインの設置：5

基

・表示案内板の新規設置：5基

（今後の展開方針）

H27　観光案内板の設置により市

内案内サインの充実を図る。

観光課

ソフト

交付金
40 那覇三大祭り支援事業

「那覇ハーリー」「那覇大綱挽まつり」「琉球王朝祭

り首里」の三大祭りの実施に際し那覇市観光協会

が行う会場設営等の経費を支援する。

(26年度実績)

那覇市観光協会への事業補助を

実施

・那覇ハーリー来場者数：

210,000人

（平成26年　117,000人）

・「那覇大綱挽」来場者数：

280,000人

（平成26年　273,000人）

・琉球王朝祭り首里来場者数：

80,000人

（平成26年 85,000人）

（今後の展開方針）

H28～H33：三大祭り支援継続
観光課
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　　(２) 創業支援、企業誘致等による新たな雇用の創出 小項目 事業数： 3

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題 H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

総合戦略 41 企業立地促進奨励助成事業

産業の振興と雇用の創出・拡大を実現するため、

市内に事務所等を設置し、一定数・一定期間以

上、市民の新規常時雇用を行った企業からの申請

に基づき、事業内容、雇用効果、産業振興への効

果を総合的に検討を行い助成金を交付する。

136社

H23年度

市民新規雇用者：50名

新規企業立地社：5社

情報関連産業の企業立地数を

H33年度目標数220社（H23

年度136社）を目指し活動を展

開する

商工農水課

総合戦略 42
なは産業支援センター育成支援事

業

情報通信産業の振興及び発展に資する企業並び

に国際物流関連産業、ものづくり産業、エネルギー

産業又は観光関連産業の集積及び市場開拓に

資する企業を支援する「（仮称）なは成長産業

支援センター」運営事業

新規設置 施設入居率90％

・その数値目標：

2020年まで卒業企業の市内立

地60％以上7～8社、新規の正

規雇用者50人

商工農水課

ソフト

交付金
43 誘致活動サポート事業

那覇市への企業誘致を推進するため、県外で活

動が可能な民間企業等に①意向調査業務、②

企業訪問、③資料作成、④フォローアップ業務、⑤

本市現地視察、⑥認定オフィス広報業務を委託

し、誘致活動をサポートする事業を展開する。ま

た、積極的な企業に対しては、市職員が直接訪問

し誘致活動を実施する。

2社

（H26年度実績）

誘致企業：沖縄振興特別措

置法、沖縄21世紀ビジョン基

本計画に掲げる情報通信関連

産業、国際物流関連産業等

の成長産業分野に属する企

業：2社以上

情報関連産業の企業立地数を

H33年度目標数220社（H23

年度136社）を目指し活動を展

開する

商工農水課
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　　(３) 経営基盤強化や販路拡大、後継者の育成・確保の支援を通じた地元企業の競争力の維持・向上 小項目 事業数： 4

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

ソフト

交付金
44 那覇の物産展事業

生産者の生産意欲の高揚と県産品に対する消費

者の意識啓発や本市の特産品を展示販売するこ

とで、需要の拡大と販路の開拓を促進する。また、

観光産業の振興を図り、伝統工芸製品のＰＲや

新規販路拡大を推進する。

H25年度売上額：1,174万

円

物産展の売上額：1,232万

円

（対前年度売上額の5％

増）

Ｈ33年度には、地場産品を3品

目以上育成。
商工農水課

ソフト

交付金
45 沖縄の産業まつり事業

毎年本市で開催されている「沖縄の産業まつり」内

の「市町村コーナー」において、本市の特産品コー

ナーを10小間確保し、本市の地場産業の販路拡

大を図るとともに、那覇市の物産展事業における那

覇市長賞受賞企業に対し、その商品ＰＲの場とし

て活用する。

Ｈ26実績

3,576,653円

出展業者売上目処額　350

万円
那覇の物産展推進事業と連携し

た地場産品の育成。
商工農水課

ソフト

交付金
46

中小企業事業者の県外・海外向け

販路拡大支援事業

本市産業の振興発展を図るため、市内の中小企

業事業者が新規開発した商品・サービスを県外。

海外へ販路拡大する取組に対して助成などの支援

を行う。展示会・見本市・物産展などの出店・出品

等にかかる費用等を半額補助。

商談件数に対する成約率：

10％

（過去2カ年平均）

商談件数150件

成約件数15件

（10％）

H33年度の商談後の成約率：

20％以上
商工農水課

ソフト

交付金
47 那覇市伝統工芸ブランド確立事業

那覇市の伝統工芸品（ガラス・漆器・紅型・首里

織・壺屋焼）を沖縄ブランドとして確立を図る事業

企画展：平均837人

（平成25年）

・イベント　各800人

・企画展　各1200人

機能強化により、イベント回数及

び来客数を拡大。
商工農水課
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　2. 人材育成の推進 中項目 事業数： 11

　　(１) 教育プログラムを通した”グローカル”な人材育成の推進 小項目 事業数： 6

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

ソフト

交付金
48 那覇市小中一貫教育推進事業

学力向上、豊かな人間性や社会性の育成、中学

校入学時の不安解消を図る目的から、小中一貫

教育を導入する。

①全国学力調査

小学校：４教科で全国平均以

上、中学校：４教科で全国平

均以下

②不登校出現率全国差

小学校＋0.25

中学校＋0.77

①小中学校の全国学力調査

の正答率の向上

②不登校出現率の改善

①全国学力調査の正答率が全

国平均以上

②不登校出現率を全国平均並

みに改善

学校教育課

ソフト

交付金
49 那覇長崎平和交流事業

本市と長崎県の中学生が沖縄と長崎の地を相互

に訪れ、ともに平和学習を行うことで戦争の実相と

平和の尊さを学ぶ。

市内中学生8名 市内中学生8名 市内中学生8名
平和交流・男

女参画課

ソフト

交付金
50 小学校英語指導員配置事業

市内全小学校の１学年から英語を教科として導

入し、外国人及び日本人の英語指導員を配置し

て、小学校から中学校までの長期的な英語指導を

通したコミュニケーション能力の育成を図り、国際感

覚を身につけ、世界の人々と協調していける人材の

育成を目指す。

英語指導員配置数

外国人：18人

日本人：20人

①中学校１年生対象リスニン

グテストの平均正答率向上

②英語能力判定テストにおい

て英検４級レベル以上の割合

向上

①中学校１年生対象リスニング

テストの平均正答率向上

②英語能力判定テストにおいて

英検４級レベル以上の割合向

上

学校教育課

ソフト

交付金
51 中学校英語指導員配置事業

那覇市内の中学校英語教育の充実と国際理解

教育推進に資するため、「那覇市外国人英語指

導員就労要綱」に基づき、外国人英語指導員を

派遣する。

英語指導員配置数

外国人：10人

①市内中学校における沖縄県

学力到達度調査の平均正答

率の向上

②英語能力判定テスト平均ス

コア向上

①市内中学校における沖縄県学

力到達度調査の平均正答率の

向上

②英語能力判定テスト平均スコ

ア向上

学校教育課

ソフト

交付金
52 児童生徒自然教室

通常の学校生活では得難い豊かな自然環境の中

で、集団宿泊生活を通じて人間的なふれあいを深

めると共に、自主、自立、協力等、社会生活上の

望ましい態度や意欲を育てるため、市内の公立小

学校5年生を対象に、学校単位で県立青少年の

家等において宿泊学習を実施する。

自然教室体験児童数

2,896人

普段の学校生活とは違った自

然環境の中で、自主性や協調

性の社会生活上の望ましい態

度を身につける

自然教室体験児童数

3,100人

普段の学校生活とは違った自然

環境の中で、自主性や協調性の

社会生活上の望ましい態度を身

につける

自然教室体験児童数

3,100人

学校教育課

ソフト

交付金
53

島クトゥバ継承・普及小冊子製作事

業

島クトゥバの普及を図り地域社会全体の意識を高

め、児童・生徒の言語活動の充実と合わせて沖縄

の伝統文化・芸能の継承・発展に資することを目

的として平成24年度にソフト交付金を活用し製作

した島クトゥバ普及のための小冊子を市内小中学

校の児童・生徒・教職員に配布する。

小冊子配布冊数

3,500冊×２種

小冊子配布冊数

3,500冊×２種

小冊子配布冊数

3,500冊×２種
学校教育課
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　　(２) 幅広い世代のキャリア形成や就労支援の推進 小項目 事業数： 5

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

ソフト

交付金
54 市内企業経営基盤強化事業

市内中小企業の育成と人材育成の支援を目的と

して「中小企業の経営基盤の強化」を図るための

事業として県外・海外への販路拡大による経営基

盤強化講座を展開する。

新規事業

・経営者・中堅人材等の育成

を考える中小企業の参加：

30社

・講座の参加者60名

H33の事業終了後に、市内中

小企業の海外における輸出額が

H26年度比で10倍に増加するこ

とを目指す

商工農水課

ソフト

交付金
55

なはし就職なんでも相談センター運営

事業

本庁1階にある「なはし就職なんでも相談センター」

の運営事業。非常勤就職相談員と業務委託事

業者による就職相談、各種就職支援セミナー等の

開催の他、26年度からは機能強化として、新たに

求人開拓員による無料の職業紹介や就職斡旋、

雇用管理システムの導入等を実施して雇用環境の

改善を図る。

H25実績91人就職

なはし就職なんでも相談セン

ターにおける就職に結びついた

相談者数：100人

県が掲げる基本施策（雇用対

策と多様な人材の確保）にある

H33年の就業者数：69万人

商工農水課

ソフト

交付金
56

企業立地雇用施策基本指針策定

事業

本市の雇用施策の指針となる「那覇市雇用施策

基本計画（仮称）」（H26年度策定）を踏ま

え、中長期的な実施計画を作成する。

那覇市雇用施策基本計画策

定（H26年度）

企業立地雇用施策に関する

中期的な実施計画の策定

県が掲げる基本施策（雇用対

策と多様な人材の確保）にある

H33年の就業者数：69万人

商工農水課

ソフト

交付金
57 伝統文化継承種まき事業

市立保育所に入所している児童に地域の伝統文

化に親しむ機会をつくり体験することで、伝統文化

に興味。関心を持たせて、未来の後継者として結

実する。

８保育所
８保育所へ年間２８８回専

門講師を派遣する

７保育所へ年間２５２回専門

講師を派遣する
こどもみらい課

ソフト

交付金
58

母子家庭等職業自立支援事業奨

励金

職業経験、技能、知識等から就職が困難な母子

家庭の母等を一定期間試行雇用し、職業能力向

上のための経験をつませることにより就業の促進を

図ることを目的とし、雇用する事業主を支援する。

母子家庭の非正規雇用の割

合：47.1％

（平成25年度）

トライアル雇用から常用雇用へ

の移行を促す環境を整備し、

H28年度以降の効果的な事

業実施に向けて情報収集を行

う。

（今後の展開方針）

H27年のモデル事業を検証し、よ

り効果が得られるような改善を図

る。

子育て応援課
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　3. 安全安心快適なまちづくり 中項目 事業数： 2

　　(１) 誰もが移動しやすいまちをつくる 小項目 事業数： 2

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

那覇市交

通基本計

画

59 総合公共交通の推進事業

那覇市交通基本計画の目標である「誰もが移動し

やすいまち」を実現するために、①交通に対する意

識改革②公共交通利用環境の向上・充実③多

様な移動手段の利用環境の向上④体系的な道

路網整備の各種施策に総合的に取り組む。

公共交通機関（市内線バスと

モノレール）利用者数

1,994万人

（平成25年度）

バス停上屋詳細設計:２基

地域内公共交通実証実験の

実施

公共交通機関（市内線バスとモ

ノレール）利用者数

2,238万人

都市計画課

ソフト

交付金
60 戦略的交通まちづくり推進事業

「誰もが移動しやすいまち」を実現するため策定され

た「那覇市交通基本計画」の施策に基づき、公共

交通機関利用についての意識啓発イベントなどを

行うことで、利用環境の向上を図る。

-

カーフリーデーの実施意義への

理解：８０％以上

ＬＲＴ導入に向けた課題及び

影響の把握

(今後の展開方針)

「誰もが移動しやすいまち」の実現

に向け各種施策に取り組む。

都市計画課

　　(２) 家族の介護を抱えている方々が安心して暮らせるまちをつくる　※H28年度より事業化 小項目 事業数： 0
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3 みんなが健康で協働するまち「なは」 大項目 事業数： 11

　1. 健康・長寿おきなわの復活 中項目 事業数： 5

　　(１) 生涯を通じた健康づくりの推進 小項目 事業数： 3

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

なは高齢

者プラン
61 ちゃーがんじゅうポイント制度

高齢者がボランティア活動を行うことによる自らの介

護予防、身体機能維持、生きがいづくりを目的と

し、その副産物として、要介護状態となる時期を遅

らせることが期待でき、ひいては介護給付費の抑制

につなげるものである。

受入機関数17箇所

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録者数8人

（Ｈ27.4.1現在）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録者数　50人 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録者数　　100人
ちゃーがんじゅ

う課

総合戦略 62 高齢者公共交通割引制度

交通手段が少ない高齢者の利便を図るとともに、

積極的な社会参加を促すため、「ゆいレール」を利

用する高齢者の利用料金を補助する。

21,040回の外出機会創出

（Ｈ27.4.1現在）
23,955回の外出機会創出 23,305回の外出機会創出

ちゃーがんじゅ

う課

ソフト

交付金
63 那覇市健康ウォーキング推進事業

健康・長寿県おきなわを取り戻すために、市民の健

康づくりに取り組む必要がある。その足がかりとする

目的で那覇市健康ウォーキング大会を開催する。

参加者数：4,000人

（H26年度）
参加者数：5,000人

（H33年度）

参加者数：8,000人

市民スポーツ

課

　　(２) 健康づくりを支える地域環境の整備促進 小項目 事業数： 2

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

ソフト

交付金
64

職場が主体的に取り組む健康づくり

支援事業

那覇市の早世の高率は、働き盛りの世代の糖尿

病や高血圧等生活習慣病の増加が一因となって

おり、この世代の健康づくりは職場での取組みが重

要であるため、職場が主体的に取り組む環境をつく

る。

3事業所支援 ８事業所支援
（平成30年度）

10事業所支援
健康増進課

なは高齢

者プラン
65 リハビリふれあいデイサービス事業

自治会事務所や公共機関及び民間施設等を活

用し、住民のより身近な場所で、理学療法士等の

専門職による機能訓練やリハビリテーションを介護

サービス事業者に委託して実施する。

-

リハビリふれあいデイサー

ビス参加実人員

180 人

（平成29年度）

関連事業を総合事業（通所型

サービスＣ）へ再編成・提供

ちゃーがんじゅ

う課
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　2. 協働によるまちづくり 中項目 事業数： 6

　　(１) 市有財産等を有効活用した多世代交流の推進 小項目 事業数： 1

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

総合戦略 66 壺屋児童館環境改善事業

地域の子育て支援団体、ボランティア並びに高齢

者等、地域の子どもの育ちに大切な役割を担う居

場所となるよう、地域の子育て支援団体、ボラン

ティア並びに高齢者等の地域人材の協力を得なが

ら地域特性を活かした体験、交流活動や遊び場の

拠点づくりを行うため、施設の運営委託及び整備

する。

児童に健全な遊びを提供し、健

康増進、情緒を豊かにするため

の活動している。

施設の整備および民間の能力

を活用し、地域交流・多世代

交流の拠点としてサービスを提

供する。

児童館で実施するイベントやクラ

ブ活動、サークル活動や講座な

ど、10％増加。

こども政策課

　　(２) シニアを含めた地域を支える人材の情報を集積し、次世代へ知恵をつなぐまちづくりの推進 小項目 事業数： 5

検証の場 ID 事業名 事業内容 現状値 H27成果目標 H27評価・課題
H31目標値又は

今後の展開方針等
所管課

総合戦略 67
自主防災組織防災資機材交付事

業

自治会などにより結成される自主防災組織に対

し、防災活動に必要な資機材を交付する。

40団体

（平成27年4月1日現在）
新規で15団体の結成 累計90団体の結成 総務課

総合戦略 68 協働によるまちづくり推進事業

協働によるまちづくりを推進していくため、「那覇市

協働によるまちづくり推進協議会」と連携し、協働

大使及び市民との繋がりを広げることで、大使の活

動をさらに活性化するための支援事業。

協働大使委嘱者数　　　延べ

730人

(平成27年4月1日現在)

協働大使委嘱者数

780人

協働大使委嘱者数

1,000人

まちづくり協働

推進課

総合戦略 69 校区まちづくり協議会支援事業

概ね小学校区を1つの区域とし、各団体・個人が

緩やかに連携しながら、地域課題への解決に向け

た取り組みを実践する校区まちづくり協議会に対し

て支援を行う事業。

小学校区まちづくり　　協議会数

4校区

（平成27年4月1日現在）

小学校区まちづくり

協議会数　5校区

小学校区まちづくり　協議会数

17校区

まちづくり協働

推進課

ソフト

交付金
70 ボランティア振興事業

本市におけるボランティア活動を活性化させるため

に、ボランティアセンター運営のための補助金を交付

する。

社会福祉協議会の市民ボラン

ティア登録数　個人100人　団

体72団体（平成27年４月１

日現在）

社会福祉協議会の市民ボラン

ティア登録数　個人900人　団

体172団体

社会福祉協議会の市民ボラン

ティア登録数　個人1,100人

団体190団体

福祉政策課

那覇市地

域福祉計

画
71 安心生活創造推進事業

民生委員や自治会、ＰＴＡ等をつなげてネット

ワーク化を図り、地域活動を活性化することで、地

域の支えあいの基盤を強化し、誰もが安心して暮ら

すことができる社会を構築する。

孤立死:年間約１００件
地域人材の発掘：地区コー

ディネータ4人以上

モデル地区を設定し、見守りの組

織、仕組みを構築する。

地域の見守りにより孤立死を防

止する。

福祉政策課
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